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都心業務地区における公民協働によるまちづくりに関する研究
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要約
これまでの行政による事前確定的な土地利用規制から、行政と民間の果たすべき役割に
変化が求められている中、本稿は、わが国の代表的な都心業務地区である東京都千代田区
大手町・丸の内・有楽町地区(以下、「本地区」という。)を事例として、既成市街地にお
ける公民協働によるまちづくりの取組みについて考察したものである。
まず、都市を考察するにあたって、都市の社会的共通資本としての性格を意識すること
の必要性を確認し、本地区の地域概況及び土地利用をめぐる歴史的変遷について概観した。
続いて、本地区の大地権者である三菱地所により策定された、本地区を超高層ビル群に
建替えるという『丸の内再開発計画』の発表以降の地権者による協議会の設立、そして公
民協働によるまちづくりの基礎となる地権者及び東京都・千代田区を含めた懇談会の設立
への経緯を確認した。そして、各機関の参加姿勢や、懇談会に対する期待の相違に着目し
ながら、公民協働によるまちづくりガイドラインの策定過程を明らかにした。さらに、ま
ちづくりガイドライン策定後の東京都・千代田区の施策への影響及び具体的な開発事例を
確認した。
最後に、公民協働によるまちづくりガイドライン策定の意義と課題を検討した。その意
義としては、 1.公民が街の将来像を共有したこと、 2. まちづくりにおける行政と民間
の役割に変化がみられたこと、 3. まちづくりガイドラインの策定にあたり公共と民聞が
歩み寄り、本地区が秩序ある再生へ向けた素地を作ったこと、 4.民間主導の開発が誘発
され、まちづくりガイドラインに沿った計画の実現が加速されたこと、 5.本地区におけ
る再開発手法が他地域へ波及する可能性が挙げられる。さらに、今後の課題として、本地
区が社会的共通資本としてどうあるべきか、またソフト面を含めた総合的なまちづくりの
議論には至らなかったこと、まちづくりガイドライン策定過程における情報公開の問題が
あることを示した。
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1.はじめに
近代以降の都市計画の特質として、工業化の進
展に起因する都市への急速な人口集中に伴う、行
政が主体となった事前確定的な土地利用規制を挙
げることができる。しかしながら、過度の人口集
中は新規市街地開発を促し、都市にスプロール問
題を引き起こした。その後、サービス業を中心と
した脱工業化が進行しつつある現在、地球環境問
題への関心もあり、既成市街地の更新・再編が大
きな課題となっている。一方、都市づくりについ
ては、自治体側の財政的及び人的側面からの限界、.
権利者問調整及び周辺地域との調整等の複雑化等
により、行政と民間とが呆たすべき役割に変化が
求められている。つまり、行政と民聞が協議によ
り基本理念を策定し、市民参加を重視しつつ、公
民協働の都市づくりを実現させる仕組みづくりが
必要になっている O 東京については、バブル経済
崩壊後の経済停滞の中で政府および東京都は、都
心の空洞化と都市間競争による相対的地位の低下
に対し、その再生を求めている。こうしたことを
背景に、わが国の代表的な都心業務地区である、
東京都千代田区大手町・丸の内・有楽町地区(以
下、「本地区」という。)を事例にとりあげ、既成
市街地の都心業務地区における公民協働によるま
ちづくりのあり方とこれに対する具体的な取組み
について考察する。
2.地区の概況と土地利用をめぐる歴史的
変遷
2. 1 社会的共通資本としての都市
都市とはいかなる性格を有するか。宇沢 (2000)
は、 T.ヴェブレンが唱えた制度主義を具体化した
「社会的共通資本」という概念を提起し、それを以
下のように定義する。
「社会的共通資本は自然環境、社会的インフラ
ストラクチャ一、制度資本の三つの大きな範轄に
わけで考えることができる。Jr社会的共通資本は、
たとえ私的所有ないしは私的管理が認められてい
るような希少資源から構成されていたとしても、
社会全体にとって共通の財産として、社会的な基
準にしたがって管理・運営される。j
つまり、社会的共通資本とは、私的所有物とし
てでなく、社会全体の共通財産として、市民の権
利を維持しながら、社会的な合意形成とそれに基
づいたルールにしたがって、その経済・社会・文
化・歴史・環境が維持、発展するよう、管理・運
営されるものであるといえる。まさに都市は、社
会的共通資本の最たるものである。都市及び土地
問題については、政策評価の観点から「社会経済
的厚生」及び「分配の公平」を軸として評価する
ことができるが、都市の潜在的性格を考察するに
あたっては、その社会的共通資本としての性格を
意識することが必要である。
2. 2 地区の概況
本地区とは、『東京都(区部)都市再開発方針』
に定められた東京駅周辺再開発誘導地区であり、
1988年に当該地区の法人地権者により発足した
「大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画推進協議
会J(以下、「協議会」という。)の対象地区であ
る。
本地区は、南北は大手町から有楽町、東西は東
京駅周辺から皇居お濠までの範囲で、面積は約
111haを有する。皇居、国の立法・行政機関に地
理的にきわめて近く、東京駅を中心に鉄道網が高
度に整備されている。本地区の西側には皇居およ
びお濠が控え、水・緑等の自然環境が歴史的に継
承されている。夜間人口は、居住者がほとんど存
在せず極めて少ないのに対して、昼間人口は極端
に集積度が高い。(1996年事業所企業統計調査によ
ると、本地区の昼間人口は約244千人である。)ま
た、 C.B.D.(Central Business District)地区とし
て、大企業の本社が集積している。都市計画上の
用途地域は商業地域であり、基準容積率は現法規
上、最高の1，000%もしくは900%である。 2002年
8月現在、本地区には98棟(建設中 9棟を含む)
の建物が存在し、うち容積消化率は民間敷地で約
98% (協議会アンケートより)ときわめて高い。
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また、本地区においては、 2003年1月現在、建物
の老朽化等により、 10を超える建替・再開発計画
が進行しているが、注目すべきは、これらの計画
が本地区全体を対象とした公民協働により策定さ
れた『大手町・丸の内・有楽町地区まちづくりガ
イドラインJ(以下、『ガイドラインjという。)を
前提に計画されていることである。
2. 3 地区の歴史的変遷
1889年、市区改正計画が公示され、 1890年に三
菱への払い下げが行われた後、本地区は陸軍の軍
用地からわが国の中心的業務地区へ変貌を遂げた。
1894年に三菱一号館が竣工して以降、続々と建物
が竣工し、街路整備等のインフラ整備とともに
「一丁ロンドン」と呼ばれた赤煉瓦によるオフィス
街が形成された。 1923年に関東大震災が発生した
が、本地区の被害は他地域に比較すると軽微で、
これを契機に本地区の事務所需要が増大した。
1929年、警視庁が桜田門新庁舎に10階相当の望
楼を計画していることが明らかになり、都市美協
会による「警視庁望楼撤去請願書」等により、皇
居や国会議事堂周辺の景観上の観点から、高さが
約10m短縮された。この警視庁望楼問題を踏まえ、
1933年、宮城(皇居)外郭一帯が初の倒として美
観地区に指定され、美観を守って首都の誇りを高
めることと位置づけられた。以降、丸の内地区が
高さ百尺 (31m)の軒線で整備される等、皇居周
辺の景観の骨格が形成された。
第三次大戦によって、東京旧都庁舎・東京駅等
が焼失する等、本地区は甚大な被害を受けるが、
政府による戦災復興都市計画と時を同じくして本
地区も立て直される o 1959年、本地区の大地権者
である三菱地所が『丸ノ内総合改造計画』を発表
し、その後、本地区ば赤煉瓦街から近代的な大規
模オフィスピル街へ変貌を遂げた。
1963年、建築基準法が改正され、容積率制の導
入により、高さ制限が部分的に撤廃されたことで、
建物の超高層化への道が聞かれた。 1966年、東京
海上火災が地上30階建(高さ約127m)の建替計画
を公表し、この計画をめぐる議論は世間を賑わせ
る「美観論争」に発展した。結果、地上25階建
(高さ約100m)に修正され、以降、この i100mJ
が本地区の建物高さの基準となり、スカイライ
ン・景観形成に大きく影響を与えた。
政策面においては、 1958年に国の機関である首
都圏整備委員会によって策定された『首都圏基本
計画jによってはじめて、都心の業務機能が意識
された。この計画は都心部における業務機能の集
中に対する分散を目的とし、その受け皿として新
宿、渋谷、池袋を副都心地区として位置づけるも
のであった。 1963年、東京都も『東京都長期計画』
によって副都心の整備を打ち出した。高度成長期
以降も政府は、 1986年に策定された『第四次首都
圏基本計画』において多核多圏域型の地域構造の
形成、 1987年に策定された『第四次全国総合開発
計画Jにおいて多極分散型の国土の形成を打ち出
し、都心部の業務管理機能の分散・再配置が推進
された。東京都も、 1982年からの三次にわたる
『東京都長期計画Jによって多心型都市構造政策を
推進した。本地区を含む都心への業務機能の集中
から副都心等への分散は、政府や東京都による都
市計画の中心かっ長期的な課題であった。
3.地権者協議会の設立と活動概要
3. 1 地権者協議会の設立
1988年1月、本地区の最大地権者である三菱地
所が、『丸の内再開発計画』を発表した。これは通
称、「丸の内マンハッタン計画」と呼ばれている O
その内容は、本地区の容積率を2，000%とし、丸の
内一帯に高さ約200mの超高層ビル約60棟を建設
し、世界有数の国際金融業務センターにする計画
であった。三菱地所は地元地権者による協議会を
設立し、この計画を具体化Lょうと考えていたが、
景観の変化、東京一極依存構造の是正を掲げてい
た当時の行政施策との整合等の観点から、地権者・
一般市民・行政・学識経験者等から反対意見が相次
ぎ、計画の見直しを余儀なくされることとなった。
「丸の内マンハッタン計画」問題は、後に大きな教
訓として、本地区において公民協働によるまちづ
くりが模索されるに際して生かされることとなっ
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たことは看過しではならないだろう。「丸の内マン
ハッタン計画」をめぐる議論を通して本地区の景
観に対する市民の関心の高さが改めて浮彫りにさ
れるとともに、地権者聞の合意形成や地権者と行
政との協議が深められないままに、最終的に計画
が頓挫したことの中に、本地区の有する社会的共
通資本としての本質的な特筆を透視することがで
きるO
「丸の内マンハッタン計画J自体は見直しを余
儀なくされたものの、当初の予定通り、 1988年7
月、本地区の一体的な再開発を推進する目的の下、
地権者59法人を正会員、千代田区を特別会員とし
て協議会が発足した。なお、協議会はその後会員
数を増やし、 2002年9月現在、正会員70法人、オ
ブザーパー11団体、特別会員 5団体にて構成され
ているO
3. 2 地権者協議会の組織と活動
本地区は、前述のとおり、建物98棟(建設中 9
棟を含む)で構成されるが、うち30棟に三菱地所
が地権者として関与している。三菱地所は協議会
会長となり、社内に会長・副会長会社で構成され
る事務局を設置し社員を数名専従させて要職を務
める等、協議会全体のリーダーシップをとった。
協議会の活動概要については以下のとおりであ
る。
( 1 )部会活動
協議会の主な活動は、各部会における検討であ
り、各部会とそのテーマは以下のとおりである。
・オフィス住宅部会・・・・都心のオフィス及び住宅
のあり方の検討
・街づくり部会・・・・・・・・街づくりのための具体的
方策の検討
・インフラ部会・・・・・・・・交通、 ライフラインの検
討
・建設・移転部会・・・・・・再開発に関する技術面及
び移転方法等の検討
・事業部会・・・・・・・・・・・・事業計画、事業手法等の
立案
• PR部会・..........・・・協議会の広報活動
各部会の活動は活発に行われ、発足初年度は延
べ85回、その後も年間延べ60回以上開催され、本
地区のまちづくりに大きく寄与している。
( 2 )地権者アンケート・外部委託調査
協議会設立の1988年より隔年で地権者アンケー
トが実施され、建物利用のあり方、街の変容に関
して経年的な把握に努めている。
また、協議会内部の検討を補強し、協議会活動
に客観性を得ること等を目的とし、シンクタンク、
学会等への委託調査を行った。特に、日本都市計
画学会に委託して、 1991年から行われた『大手
町・丸の内・有楽町地区街づくり検討調査』では、
今後の本地区のあり方について具体的なモデルケ
ースを用いた検討がなされた。そこで新たな都市
景観が目指すべき方向として、 P.P.P.(Public 
Private Partnership)によるまちづくり、「丸の内
らしさ」の必要性が提言され、その後の公民協働
によるまちづくりへ向け、客観性を与えるに十分
な役割を果たした。
( 3) r街づくり基本協定』締結
1994年 3月、前述の『大手町・丸の内・有楽町
地区街づくり検討調査』からの提言をもとに、「街
づくりの理念jを示す『街づくり基本協定』が全
正会員によって締結された。その中で協議会は、
「行政機関等との新たなパートナーシップを樹立
し、都心再開発のモデルにふさわしい公民協調の
街づくりに努める。jとその方針を表明し、公民協
働によるまちづくり活動に向けた基礎を固めた。
4.まちづくりガイドラインの策定過程
4. 1 懇談会設置の背景
1996年9月、協議会・東京都・千代田区・ JR東
日本によって、公共と民間炉対等の立場で本地区
の将来像や整備方針等に関する方向性について自
由に討議する場として、法的位置づけが定められ
ていない組織「大手町・丸の内・有楽町地区まち
づくり懇談会J(以下、「懇談会Jという。)が設置
された。この4者は懇談会の設置にあたり、それ
ぞれ異なる参加の背景を有していた。
協議会会員は、建物の老朽化等により個別の建
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替計画を有していたが、前述した「丸の内マンハッ
タン計画」の教訓から、社会的反応に対し敏感に
なり、計画実現のための担保を必要としていたO
つまり、それは社会的な支持であり、行政による
支援であった。また、『街づくり基本協定』は、公
民協働による懇談会の設置をスムーズに進めるこ
とを可能にした。
東京都は、 1963年の『東京都長期計画j策定以
降、一貫して都心に集中する業務機能に対する分
散政策を都市政策の重要な柱のーっとし、多心型
都市構造を目指してきたが、バブル経済の崩壊、
国際的な都市間競争および地域間競争による都心
の相対的地位の低下等を背景に、変化がみられた。
1996年の『区部中心部整備指針 中間報告Jによ
ると、本地区は「更新都心」として、「業務機能に
特化したC.B.D.から、世界に聞かれた、多様で魅
力的な諸機能を備えたA.B.C.(Amenity Business 
Core)としての役割を高めていく。」と位置づけ
られているO 都心空洞化の克服には、民間との協
力が不可欠であり、民間地権者との問でまちづく
りの基本的方向についてコンセンサスを形成する
ことは是非とも必要であった。
千代田区は、協議会の特別会員であったが、そ
れまでは部会活動等の協議会における具体的活動
には特に明確な関わりをもたなかった。一方で、
1996年公表された『業務商業機能調査研究』によ
り、本地区は「交流世界都市を標務する東京の最
重要中核地域Jと位置づけられ、都心については、
業務機能の強化・国際交流機能および高次情報機
能や文化機能を積極的に確保することが明記され
た。また、 1996年9月当時、千代田区は『都市計
画マスタープランjを策定中であり、東京都およ
び協議会の基本方針との整合性を確保するために
も、懇談会への参加は不可欠で、あった。
JR東日本はいうまでもなく東京駅の所有者であ
る。東京駅は、本地区の都市機能における要点で
あるだけでなく、赤煉瓦による駅舎は本地区の都
市景観の象徴として、空間形成の基軸として位置
づけられていた。 JR東日本は、 1996年当時、協議
会に加入しておらず、民間企業として参加するこ
ととなった(注(1))。
4. 2 懇談会設置
懇談会の構成員は、千代田区から助役以下計3
名、東京都から都市計画局技監以下計3名、協議
会から会長会社・副会長会社および幹事長の計5
名、 JR東日本1名の合計12名で構成された。座長
には千代田区助役、副座長に東京都都市計画局技
監、協議会会長会社(三菱地所)代表が就任した。
さらに、懇談会の下部組織として幹事会が設置さ
れ、幹事長には東京都都市計画局開発企画担当部
長が就任した。実質的なとりまとめ機関である幹
事会の幹事長に東京都が就任したことは、東京都
の懇談会への参加姿勢を物語っているO また、懇
談会は自由に議論できる場であるとの認識のもと、
内容は原則非公開とし、骨子のみを公開すること、
及び当時検討されていた丸の内ビルデイング(以
下、「丸ビルjという。)建替計画等の個別計画は協
議対象とせず、これを論じないことが確認された。
4. 3 ゆるやかなガイドライン』の策定過程
1996年9月の第 1回懇談会以降、まちづくりの
ガイドラインについて検討が行われることとなっ
た。
当時千代田区において検討中であった『都市計
画マスタープラン』の策定予定時期が1998年春で
あったため、検討期間は、これに合わせて1998年
2月までの約 1年半と定められた。
検討体制としては、前述の懇談会、幹事会の下
に、懇談会設置要綱に規定されていないワーキン
ググループ(以下、 iWGJという。)が設置され、
3段階の構成をとって検討が進められた。懇談会
「懇談会J....決定機関
座長:千代田区 区助役、都技監、役員クラスで構成
「幹事会」・・・・実質的なとりまとめ機関
幹事長:東京都 行政・民間とも部長クラスで構成
「ワー キンググルー プ」・・・・実務レベル検討機関
とりまとめ:東京都 行政・民間とも課長クラスで構成
図ゆるやかなガイドライン』検討体制
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が決定機関、幹事会が実質的なとりまとめ機関と
して機能したのに対して、 WGは実務レベルの実
質的な検討機関として機能した。 1998年2月まで
の1年半の問、懇談会は 5回、幹事会は10回の開
催であったのに対し、 WGの開催は実に30回を超
えた。
以下、主な検討テーマに即して概観する。懇談
会は毎回議事骨子が庶務の東京都及び千代田区に
よって発表されたが、会議自体は非公開、幹事会
およびWGも同様に非公開であったため、この検
討過程の整理・検討については、懇談会における
議事骨子および東京都・千代田区・協議会の各担
当者に対するヒアリングによった。
( 1 )検討結果の取り扱い
まず、議論の対象となったのが、検討結果の取
り扱いであった。東京都は、都心の更新・再編を
進めやすくすること、本地区を公民協働まちづく
りの実践の目玉として位置づけようとしたこと、
協議会は個別建替計画をスムーズに行うための担
保が必要であったことから、ガイドラインの作成
に積極的であった。これに対し、千代田区は当時
検討中であった『都市計画マスタープラン』を意
識し、都・地権者と共通イメージを有することを
目指すという程度の認識で、あった。結局、「到達す
べき目標を予め定めず、合意に至ったところまで
をまちづくりに関する整備の方向性を示す『ゆる
やかなガイドライン.IJ(注(2))の策定に向けて検
討することとなった。
( 2 )本地区の課題と役割の整理 (1996年 9月~
1997年2月)
続いて、検討課題について次のとおり確認した。
①本地区の現況整理
1 ②東京都・千代田区の課題
③本地区の位置づけ(使命、役割)
④本地区の特性と問題点
⑤本地区の将来像(ビジョン)
⑥本地区の整備課題と方策
⑦公民の役割分担と誘導・推進の仕組み
①~④については、近年の協議会、千代田区、
東京都、国の既往計画および調査報告書を抽出し
整理じた。これらを踏まえた将来像の方向づけと
しては、
・業務機能の質的高度化と都市機能の多様化
.風格ある質の高い都市環境の形成
-自然環境との調和に配慮した、災害に強い都
心の形成
を柱とし、議論を進めていくこととなった。
( 3 )都市計画的な位置づけ (1997年3月...197
年6月)
続いて論点として浮上したのが、策定されるガ
イドラインの都市計画的な位置づけについてで
あった。
東京都は、地区計画策定を視野に入れてこれを都
市計画的制度により担保することを検討し(注(3))、
千代田区は、『都市計画マスタープランJの中に地
区の方針としてそれを具体的に明記することを予
定していた。これに対し、協議会は、個々の建替
計画に支障をきたすことを懸念し、規制色の強い
地区計画の導入に難色を示した。 JR東日本もこの
協議会の意向に同調的であった。結局、具体的な
実現方策に関する選択肢を提示するに留め、継続
検討されることとなった。
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図2 ゆるやかなガイドラインjに対する関係当事者
のスタンス
この問、整備テーマおよび整備方針に関する議
論が進められ、テーマとして、①都市機能②都市
環境③都市基盤④都市防災・防犯⑤環境共生につ
いて整理され、整備方針は、「ゾーンJr軸Jr拠点」
「ネットワークJをキーワードとしカテゴリ一分け
を行い、方向性が示された。
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( 4 )スカイライン (1997年 7 月 ~1997年11 月)
これまで本地区においては、東京海上火災ビル
における「美観論争」をはじめ、建物高さについ
ては常に一般市民の関心が寄せられ、議論されて
きたが、既往調査および報告書等においてはいず
れも具体的数値を挙げ記述されることはなかった。
東京都は『区部中心部整備指針jにおいて「一定
のスカイラインの統一性に配慮したオフィスピル
の建替を誘導する」、千代田区は『都市計画マスタ
ープランj(当時策定中)において「スカイライン
の統一性を確保する。皇居外苑と一体となった美
しい街並を形成する」と表記する桂度に止めてい
た。これに対し協議会は、個別の建替計画への担
保を得るため、開発の目安となる具体的数値を定
める必要があった。協議会は、本地区の基準容積
率1，000%に対して、 1997年4月に変更のあった東
京都の特定街区運用基準ならびに高度利用地区指
定基準の最大割増300%を用い、 1，300%を前提に
街並および敷地毎のシミュレーションを行う等、
主導的役割を果たした。その結果、 150m程度の高
さまでを可能とし、さらに拠点においては200m程
度までを可能とする等、具体的数値が記載される
こととなった(表1参照)。社会的反応を考慮し、
社会環境の変化や条例等によって、変更の余地を
残す旨の表現はあるものの、協議会の意向が反映
されることとなった。
( 5) rゆるやかなガイドライン』の完成 (~1998
年2月)
検討開始当初は 4者それぞれ懇談会に対するス
タンスは異なっていたものの、目標スケジュール
通り、 1998年2月、「合意に至ったところまでjを
示したものとして『ゆるやかなガイドラインjが
完成された。
4. 4 rガイドライン』の策定
(1)各界からの批判
『ゆるやかなガイドラインJの策定は、「丸の内
マンハッタン計画」同様、またも市民、学識経験
者等から批判を浴びることとなった。その主なも
のは以下のとおりである。
-議論の過程が公開されていない。
-スカイラインに関する根拠が示されていない0
.将来像についての議論が足りない。
-行政にイニシアテイブがなく、マンパワーと
情報、資金源に優れる民間大手主導であり、
懇談会の公的位置づけが不明僚である等。
懇談会は、シンポジウムの開催、モニターアン
ケート等により理解・周知活動を行ったが、市民
の意見を反映させるまでには及ばなかった。
( 2) rガイドラインJの策定
『ゆるやかなガイドラインj策定後、地区の将
来像、ルール、整備手法について具体化の検討が
行われ、 2000年3月に『ガイドラインJが策定・
公表された。両者の内容の比較については表lに
示したとおりである。
最も大きな変更点は、街のイメージ図を含めた
具体化、壁面位置を定めたルール化であった。ス
カイラインについては、議論はされたものの、『ゆ
るやかなガイドラインiの内容からの変更は全く
されなかった。また、基本的理念において、「トー
タルな視点で、の将来像の検討~機能、環境、景観、
ネットワークJ13本の柱~将来像、ルール、整備
手法-J 1公共と民間の協力・協調 (P.P.p.)Jに
加えて、策定過程での市民不在との批判に応える
形で「聞かれたまちづくり」、将来の社会・経済情
勢の変化に対応する「進化するガイドライン」が
追加された。
ここに公民の協議によって本地区のまちづくり
の方向性が共有された(図3参照)。
5.まちづくりガイドライン策定後の行政
施策と開発事例
5. 1 rゆるやかなガイドライン』策定と行政
施策の関係
『ゆるやかなガイドラインjはその策定後、都
心部に関する行政施策に様々な形で反映された。
東京都は、 1997年策定の『区部中心部整備指針J
に公共と民間による[タウンマネジメント型まち
づくり実施例]として、 2001年策定の『東京の新
しい都市づくりビジョン』に『ガイドライン』で
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表ゆるやかなガイドライン』と『ガイドラインJの比較
ゆるやかなガイドライン ガイドライン 変更した主な点
1998年2月策定 2000年3月策定
序論 J.ガイドラインの位置づけ シンポジウムの開催、ホームページの充実に
(I)背景 1ガイドラインの目的 よりより幅広く社会の意見を求める。
(2)設立と運営
公共と民間の協力・協調(P.P.P.)
(3)検討に用いた既往の計画及び調査報告書と 2.ガイドライン策定の必要性
その概要 3 ガイドラインの基本的理念
(4)検討の進め方と本論の構成 (1)トータルな視点での将来像の検討
(5)対象区域 ~機能、環境、景観、ネットワーク~ 構成に変化はあるが、内容に大きな変更
本論 (2)3本の柱 はない。
1 地区特性と果たすべき役割 ~将来像、ノレーノレ、整備手法~
既往の計画及び調査報告書から抽出 (3)公共と民間の協力・協調(P.P.P.)
(I)地区特性
(2)果たすべき役割
(4)開かれたまちづくり (4)、 (5)については新規に追加した。
(5)進化するガイドライン
2 大手町・丸の内・有楽町地区の将来像 E大手町・丸の内・有楽町地区の将来像
(l)キャッチフレー ズ 1.8つの目標
新しい可能性と出会える街
ABLE CITY(公募により選定)
(2)将来像
20-30年後ーのドす将る来ピ像ジ
1)時代をリ ネスのまち (l)時代をリー ドするビジネスのまち
} (l)山記述に発展附
2)人々が集まり賑わいのあるまち (2)人々が集まり賑わいのあるまち
(3)情報化時代に対応した情報交流・発信のまち (3)について追記された。
3)便利で快適に歩けるまち (5)便利で快適に歩けるまち (5)につLては記述lこ発展はな"0
4)風格と活力が調和するまち (4)風格と活力が調和するまち 都市景観について、建物郡の低層部分の形状
やファサードの印象の統一感やスカイラインに
言及するなど、『ゆるやかな 』に具体性あり。
5)安全・安心なまち (7)安全・安心なまち
6)環境に配慮するまち (6)環境に配慮するまち )l (6)、(7)には記述に発展はない。
(8)地媛、行政、来街者が協力して育てるまち (8 こついて追記された。
3.整備テーマ
(1)都市機能 3 都市機能に対する考え方
1)経済中継性の一層の発揮 (I)経済中枢性の一層の発揮 (l)は多少の文言変更はあるが、概ね変更なし。
2)多様な都市機能の導入 (2)多様な都市機能の導入 (2)は都市観光、情報化につき、追記された。
(3)情報交流機能の拡充 (3)、(4)については追記された。
(4)メリハリのある機能配置
(2)都市環境
1)風格ある都市景観の創出
2)心象に刻まれた街並みの継承・再構築
3)拠点の整備
4)歩行者空間の充実 4.環境とネットワーク
(3)都市基盤整備
(E1道)都路市ネ基、y盤トワ施ー設ク1)街路ネットワー夕、駐車場の整備
②駐車場 駐車場の集約化の可能性について追記した。
2)ライアラインの整備 ④③ラ交イ通アtライン
3)交通結節点の整備 結節点 各エリアにおける将来像を具体的に言及した。
4)歩行者ネットワークの整備 ⑤歩行者キットワークの整備
(4)都市防災・防犯 (2)都市防災・防犯
1)危機管理体制と防災拠点 ①危機管理体制と妨災拠点 表現を具体化した。
2)防犯性の向上 ②防犯性の向上
(5)環境共生 (3)環境共生
1)地球環境への配慮 ①地球環境への配慮 エネルギー対策につき具体的に追記した。
2)自然環境の創出・再生・活用 ②自然環境の創出・再生・活用
③水と緑のネットワーク
定めた機能配置イメージを業務環境の整備例とし
て紹介している。
せているのに対して、『ガイドライン』はまず業務
機能の質的・量的高度化を掲げているという相違
はあるものの、全体としては共通の方向性を有し
ている。両者は、歴史的建造物の保存や皇居外苑
を意識した街並みの保存、本地区のイメージとし
て「明るさJ. rゆとり」・「潤いJ. r賑わい」
の確保を共通して謡っている。
千代田区は、 1998年に『都市計画マスタープラ
ン』を策定したが、本地区については、「大手町・
丸の内・有楽町・永田町地域のまちづくり」に詳
述されている。『都市計画マスタープラン』は機能
面において業務・商業・文化・交流機能を並列さ
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4.整備方針
(I)整備方針の考え方
(2)個別的方針
1)循環型社会の形成
③②①廃水持棄の続循物的環の発や減展エ量がネ可・リル能サギなイーク都ノの市レの有の促効実進利現用 『ガイドライン』では、 E章に記述されている。
2)都市防災・防犯
①防災性の高い都市環境整備
②防犯性の高い都市環境整備
(3)協調的方針 2.特色あるまちづくり
(1)ゾー ン、舶、拠点によるまちづくり
①ゾーン歴史的沿革・機能・空間特性から ①ゾーン歴史・機能・空間特性より区分される地域 機関能する、施点、設を追計加画にして加いえる、。景観や広場空間に分割される区域
大手町、丸の内、有楽町、八重洲ゾーン
②軸人びとの主要な活動を形成する街路等 ②軸人々の主要な活動を形成する街路等 記述に発展はない。
③拠点主要な交通結節点を内容し、求心性 @拠点主要な交通結節点、を内包し、求心性や交流 大手町、丸の内拠点における災害時の防災
や交流性を創出するエリア 性を創出するエリア 拠点機能の記述がなくなる。
丸の内駅前周辺において、観光等の情報提供
機能、プロトコーノレ機能を追記した。
④ネットワーク・自然環境や人びとの活動等、
様々な連携
5 アーバンデザイン(都市景観等)
(4)当地区のスカイライン (5)スカイラインの基本的な考え方
概ね100m程度の高さも尊重しながら、一定 概ね100m程度の高さも尊重しながら、一定
のスカイラインの統一性に配慮し、概ね150m のスカイラインの統一性に配慮し、概ね150m
程度の高さまでを可能とする。 程度の高さまでを可能とする。
大手町、丸の内、八重洲、有楽町の各拠点に 大手町、丸の内、八重洲、有楽町の各拠点に
おいては、その拠点性や街並みの多様性の おいては、その拠点、性や街並みの多様性の
表象として、当地区全体のスカイラインとの調 表象として、当地区全体のスカイラインとの調 表現に全く変更がない。
和に配慮しながら、概ね200m程度の高さま 和に配慮しながら、概ね200m程度の高さま
でを可能とする。 でを可能とする。
丸の内、有楽町地区の街並みを形成する軸に 丸の内、有楽町地区の街並みを形成する軸に
ついては、それらの特性を尊重しつつも、歴史 ついては、それらの特性を尊重しつつも、歴史
的な31mのスカイラインを表情線等として今後 的な31mのスカイラインを表情線等として今後
も継承してして。 も継承していく。
5.整備手法 (2)本地区における街並みの構成手法
(1)整備手法の考え方
(2) r街並み形成」型整備手法 ①「街並み形成型Jまちづくり
(3) r公開空地ネットワーク」型整備手法 ②「公関空地ネットワーク型jまちづくり
(3)東京駅周辺のまちづくり 「東京ゲートエリアJという概念を導入し、皇居
外苑から東京駅丸の内駅舎へのIアイストップ
ヒ、スタ景jを形成することを編った。
5 アーバンデザイン(都市景観等)
(1)本地区におけるアーバンデザインの考え方 考え方について追記Lt~，
(2)街並み形成型まちづくり(丸の内ゾーン、有楽町
Y ンー西{制)
(3)公関空地ネットワーク型まちづくり(大手町ゾーン、
八重別ゾーン、有楽町東側)
(4)中間領域の形成
(6)本地区におけるアーバンデザインの骨格エリア
(7)アーバンデザインに基づくまちづくりの誘導
6 東京を代表する公的空間の整備
6 実現方策と推進方策 国まちづくりのルール
(1)実現方策 1.1レールの必要性 新たに具体的に記述した@
1)実現方策の課題 ¥V.まちづくりの手法
2)実現方策の考え方 1.4つの整備手法
3) rまちづくりの制度比都市開発諸制度の選定 「街並み形成型Jr公開空地ネットワーク型Jr容積
移転型Jr用途入れ替え裂J
2. 4つの整備手法と再開発地区計画のイメージ
3.ガイドラインと都市開発諸制度の活用
(2)推進方策 V 推進方策
1)推進内容 1公民の協力・協調
2)推進体制 2 懇談会によるまちづくりの推進
(I)ガイドラインによるまちづくりの誘導・調整
(2)幅広いまちづくり活動(タウンマネジメント)への
係わり
(3)デザインマニュアル
(4)公的空間の積極的活用
(5)開かれたまちづくり
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5. 2 rゆるやかなガイドライン』策定後の開
発事例
次に、『ゆるやかなガイドラインJ策定後におけ
る建替計画をとりあげ、丸の内ゾーン地区にある
(図 3参照)丸ピルと東京ビルの事例に却して、
『ガイドラインjとの適用関係を確認する。
2002年9月、建替後の新しい丸ビルが開業した。
1923年に竣工した旧ビルを解体し、床面積を約2.5
倍に増やして新規に建替えたものである。この計
画は、高さ31mまでの低層部と高層部とで構成さ
れ、最高高さを約183mとした。さらに、東京駅と
皇居を結ぶ軸として街並みの連続性への配慮から、
壁面線を旧ピルに合わせ、賑わいを形成するアト
リウムが1階に設けられ、『ガイドラインjの整備
方針に合致していることが確認できる。丸ビル建
替計画は『ゆるやかなガイドラインjが検討され
ていた当時、すでに進行していたことを考慮する
と、『ガイドライン』は、丸ビル建替計画を容認す
る形で策定されたとみることができる。
一方、東京ビル建替計画は『ゆるやかなガイド
ライン』策定後に具体的に着手された。こちらも
現在の旧ピルを解体し、新たに新ビルを建築する
計画で、 2003年度から工事を開始し、 2006年度に
供用開始が予定されているO 同計画の『環境影響
評価書案J(2002)によると、『ガイドライン』に
則って整備するとし、計画方針として、国際化・
高度情報化に対応した質の高いオフィスを供給す
ること、隣接の東京中央郵便局の軒線との連続性
を形成し、建物を高さ31mのボリュームで分節す
ること、アトリウムを設置し、快適な歩行者ネッ
トワークを整備すること等を掲げている。これら
の点から東京ピルも、『ガイドライン』の方針に合
致しているとみることができる。
本地区においては、前述のとおり、今後も数多
くの建替・再開発計画を控えているが、『ガイドラ
インJで目指された新しい街並み形成に向かい、
計画が具現化されていくものと予想される。
6.まちづくりガイドライン策定の意義と
課題
6. 1 rガイドラインJ策定の意義
本地区において策定された『ガイドライン』の
意義について以下のとおり整理することができる。
第一は、関係当事者の協議により、公民一体と
なって街の将来像を共有したことである。当初は
懇談会に対して、行政・地権者それぞれが異なっ
たイメージを有していたが、本地区の具体的指針
を作成するにまで至り、新しい街並みに向けて、
地権者が建替・再開発事業を進めやすくなった。
第二は、まちづくりにおいて、行政と民間の役
割に変化がみられたことである。既成市街地更新
に際しての今後のまちづくりのあり方について方
向性を示したと考えられる O
第三は、『ガイドラインjの策定にあたっての公
共と民間の双方の歩み寄りである。地権者は行政
とのガイドライン策定に向け尽力し、行政は地権
者の建替・再整備計画に歩み寄ったことで、本地
区は、公的制御のもと、秩序ある再生へ向けた素
地を作り上げたといえる。
第四は、策定された『ガイドラインiに則り具
体的計画が実現に向けて進んだことである。『ガイ
ドラインjの策定により、創意ある民間開発が誘
発されることで、『ガイドライン』の方針・行政施
策の実現が加速化され、 2002年に施行された都市
再生特別措置法の影響も加わり、新しい街並みが
よりスピーデイーに実現するのではないかと思わ
れる。
第五は、本地区の公民協働によるまちづくり手
法の他地域への波及の可能性である。 1988年に創
設された再開発地区計画制度は、開発者の発意に
より公民が協議して都市計画決定するものである
が、これは土地利用の変化が顕著で、、道路等の公
共施設が不十分な状況からの再開発・再編手法で
ある。したがって、一定のインフラが整備され、
更新を目指す都心業務地区等においては、本地区
の手法が大いに参考になる可能性がある。
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本地区においてこのようなまちづくり手法が成
立した要因としては、地権者内部の絶対的リーダ
ーの存在、関係当事者の積極的な参加姿勢、検討
体制の充実等の条件が整ったことも大きかった。
第3章で紹介した、『ゆるやかなガイドラインJに
対する批判の中で、行政にイニシアテイブがなく
民間主導であったという主張については、これま
での行政主導の都市づくりからの変化が求められ
ている現在、むしろ地権者が積極的に計画づくり
に関与したという点を評価すべきであると考える。
6. 2 本事例からみた限界と今後の課題
上記のように『ガイドラインJ策定の意義が認
められる一方で、その限界と残された課題もみて
おかなければならない。
第ーは、社会的共通資本の観点からのあるべき
将来像についての議論が欠如していた点である。
業務機能の量的質的充実が先走り、例えば住宅機
能の必要性について議論されることはなかった。
千代田区においては一定規模以上の開発には住宅
付置が指導要綱により、必要とされていること、
これまで本地区が社会的に議論になった歴史等を
考慮すると、本地区が社会的共通資本としていか
にあるべきかについて検討する必要があり、その
中で住宅機能については回避できない論点であっ
た。
第二は、広域的都市計画と狭域的まちづくりの
調整である。今後は、狭域的まちづくりにあわせ、
、広域的視点からの都市管理が重要である。例えば、
r2003年問題」といわれるオフィスビルの供給過剰
に対する業務機能の量的コントロールについて、
東京都をはじめとした当事者が広域的都市管理の
視点から取組むことが必要である。
第三は、策定過程における情報公開の問題であ
る。『ガイドラインjの策定にあたり、情報公聞が
きわめて少なかった。本地区が社会的共通資本と
して担うべき条件と機能についての自覚が十分で
なかったといわざるをえない。
第四は、実際の「まちづくりJに向けた対応で
ある。『ガイドライン』の策定によって、ハード部
分の「街づくりJ手法は整えられたが、今後は、
民間側が街の活性化、賑わいへ向けた仕掛けづく
り、コミュニテイの形成等、ソフト部分の充実に
努力する必要があるO
第五は、今後の変化への対応である。本地区に
ついては、近々都市計画に関する変更(注(4))が
予想されることもあり、今後も公民協議の場が継
続的に維持され、社会・経済・文化・環境の変化
を見つめ、これに的確に対応していく必要がある。
7.おわりに
本地区にみられる、広域自治体・基礎的自治
体・民間地権者が連携をとりつつ、まちづくりの
方向性を合致させた上で、その後、民間側が主体
的に実際のまちづくりに着手する手法は、今後の
既成市街地の更新の際に大いに活用されるべきで
ある。しかしながら、既成市街地の都心業務地区
におけるまちづくりにあたってはこの手法をさら
に補完し、改良していくことが求められる。
第一は、市民参加についてである。不特定多数
の人が集い、憩う都心業務地区は、市民参加によ
るまちづくりが欠かせない。都市の社会的共通資
本としての性格を認識した上で、行政と地権者の
協議の場に市民参加を明確に位置づけるべきであ
る。
第二は、都市計画的位置づけについてである。
本地区でいえば、懇談会や『ガイドライン』に公
的な位置づけを付与し、これに関与する行政の立
場も明らかにする必要がある。
第三は、実際に現場でまちづくりを行う民間事
業者へどのようにしてインセンテイプを与えるか
である。既成市街地の更新・再編には民間協力が
欠かせない。今後のまちづくりに重要と考えられ
ることは、大規模な街区毎にビジョンを定め、そ
のビジョンの都市計画的位置づけを明確にし、そ
の後は手続きを簡素化し、民間の創意に委ねるこ
とが重要なのではないか。容積率移転等の事業ス
キームの構築とともに、手続き等の時間短縮が都
市の再生・計画の実現を早めることとなろう。
そうした条件やルールを整備することによって
初めて、まちづくりは社会全体のものとなり、都市
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は社会的共通資本としての機能を担い、社会全体
がその魅力を享受することが可能となると考える。
注
1) JR東日本は、 2002年に協議会に加入した。
2 )大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり懇談会『ゆ
るやかなガイドライン1p.1 
3) 2000年8月、『ガイドライン』の内容を継承したも
のとして地区計画が都市計画決定された。
4) 2002年に千代田区景観まちづくり条例に基づいた具
体的プランとして、美観地区ガイドプランが策定さ
れた。また、 2004年度に基準容積率を現在の1，000%
から最大1，300%に変更することが検討されている。
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This paper discusses urban renewal based on public and private partnerships in the C.B.D.， in
the heart訂 eaof Tokyo (Oternachi， Marunouchi and Yurakucho， inChiyoda-ku， Tokyo) ， ata tirne 
when there are calls for changes to be rnade to public and the private roles. 
日rstof al， inconsidering a city， the author focuses the necessity for awareness of 、haracter"
of land as social cornrnon capital.官usstudy exarnined local general conditions and the historical 
changes that had occuロedin the area. 
After the rnajor land right-holder Mitsubishi Estate's announcernent of the “Marunouchi 
Redeveloprnent Project" to redevelop this area into a tract of skyscrapers， the land-right holders 
of the area considered the establishrnent of a round-table conference that would include the Tokyo 
Metropolitan Governrnent(TMG) and the local Chiyoda-ku officials. The decision-rnaking process 
of the guideline based on public and private partnerships was clarified， while attention was paid to 
differences in m中ectationand to the attitude of participating organizations. The author then exarn-
ined the influence of the guideline on policies by the TMG and Chiyoda-ku， and on sorne new devel-
oprnent projects. 
Finally， the significance and the issues of the guideline， based on public and private pa抗ner-
ships， were exan:由led.There were five significant points. 1. Public and private sectors share the 
future irnage of this area. 2. The roles of public and private sectors change in urban renewal. 3. The 
guideline lays the foundation for the orderly redeveloprnent of this area. 4. Private-sector develop-
rnents were induced and accelerated to achieve the realization of the guideline. 5. The approach to 
urban renewal in this area will affect other areas. On the other hand， there was insufficient discus-
sion of: 1) how this町 eacould be social cornrnon capital; 2) the hurnan factors affected by urban 
renewal; and 3) the disclosure of the decision process. 
